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保育・幼児教育分野における継続的な見える化の全体像

データ データ

国民施設・事業者

行政機関

データの収集
• 国民、行政機関、その他ステークホルダーのニーズを充足するデータが
収集される。

• データ提供者の事務負担が十分に配慮されている（ワンスオンリー）。

データ

集計・分析結果の公表
• 保育・幼児教育に対する”適正な理解を醸成する情報”が提供される。

• 異なる施設類型・運営主体間での比較における留意点や、個人情報
の取り扱い等に十分に配慮されている。

プラットフォーム・データベース
• データの収集から公表までの一連のプロセスがデジ
タルで完結する（デジタルファースト）。

• データの受け渡し・加工を容易かつ迅速に行える。

データの集計・分析
• データが“政策立案に資する情報”に変換される。
• 証拠に基づく政策立案（EBPM）、施策のPDCAサ
イクルに活用できる。

各施設・事業者による公表
• 個々の施設・事業者レベルでのステークホルダーとのコミュニケーションが促進される。

• 異なる施設類型・運営主体間での比較における留意点や、個人情報の取り扱い
等に十分に配慮されている。

継続的な見える化の目的 すべてのステークホルダーにとって継続的な見える化に取り組む明確なメリットがある。

法令制度 見える化を実効化するための法的根拠がある。

国民の多様な側面が配慮され
ている。
• 財源の拠出者としての側面

• 保育・幼児教育の利用者として
の側面

• 保育・幼児教育の支援者（研
究者、コンサルタント、社会起業
家等）としての側面

※各Boxの枠線の太さは議論の優先度を示している。制度のコンセプトや、制度の骨格を形成する事項を、特に議論の優先度が高いものとして識別している。
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